
 
平成 28 年６月９日 第 46 回社会保障審議会医療部会 参考資料１-１ ＋ 

「新たな専門医の仕組みへの懸念について」（要望書） 

に対する厚生労働大臣談話 

 

平成 28 年６月７日 

 

本日、日本医師会及び四病院団体協議会から日本専門医機構及び

基本診療領域を担う学会に対して、 

・ 新たな専門医の仕組みを平成 29 年度から拙速に行うのではなく、

地域医療を崩壊させることのないよう、一度立ち止まって、検討

の場を設け、指導医を含む医師及び研修医の偏在の深刻化が起こ

らないかどうか集中的な精査を早急に行うこと 

・ 日本専門医機構について、地域医療を担う医療関係者や医療を

受ける患者の意見が十分に反映されるよう、ガバナンスや運営に

ついて抜本的に見直すこと 

等が要望されました。 

 

厚生労働省としては、医療を担う方々が、医師及び研修医の偏在

防止及び日本専門医機構のガバナンスの抜本的見直しを要望された

趣旨を十分理解します。今日まで新たな仕組みの実施に向け、日本

専門医機構や各学会は大変なご努力をされてきたものと認識してい

ますが、改めて地域医療を担う医療関係者や地方自治体など、幅広

い方々からの要望やご意見を真摯に受け止め、なお一層の取組をさ

れることを強く期待します。 

 

新たな専門医の仕組みの構築に当たっては、全国どこにあっても

患者、国民が質の高い医療を受けられるようにするという制度本来

の目的のため、医療関係者、日本専門医機構及び各学会がお互いの

立場を超えて協力し合い、プロフェッショナルオートノミーの理念

の下、地域医療の担い手、地方自治体はもとより、患者や国民の声

をしっかり踏まえながら、同時に研修医を含む医師の不安も払しょ

くしつつ、我が国の将来の医療を担う患者、国民のニーズに応える

ことができる医師の養成に貢献されることを求めます。 


